地方自治体および議員に対する
子ども・子育て支援新制度に関するモデル要請（要求）書
日頃から子ども・子育て支援施策の充実に向けたご尽力に、心より敬意を表します。
さて、貴職におかれましては、内閣府が、今年4月30日に官報（号外第96号）で示した子ども・子育て支援新制度に関する基準と同じく内閣府が6月4日に開催した自治体向け説明会で示した「本格施行までの自治体における作業スケジュールイメージ」、「27年度施行に向けて市町村で行うべき準備事務について」等を受けて、9月の定例議会における条例策定および「子ども・子育て支援事業計画骨子案・素案」の策定に向けた作業を進めていることと思います。
内閣府が示した新制度に関する基準では、地方自治体は、最低基準を常に向上させるように努めることとしており、国が示した最低基準を超えている場合は、国の定めた最低基準を理由としての引き下げを容認していません。
また、子ども・子育て支援新制度は、第一義的な責任を保護者にあるとしながらも社会全体が協力することや、そのための計画策定等にあたって地方自治体は、幅広い関係者の意見を聴き、保育の質の向上を求めています。
　つきましては、新制度を利用する「労働者」、新制度を提供する保育士や幼稚園教諭等の処遇と教育・保育現場の環境改善を進める「現場」および子育て支援を社会全体で協力するために充実が求められているワーク・ライフ・バランスを推進していく「ステークホルダー」としての立場から、下記のとおり新制度の実施に向けた検討事項について要請します。
記
１．「子ども・子育て支援事業計画（案）」について
（１）市区町村の責務と役割等について
　　支援事業計画に新制度の実施主体として、その責任と役割及び責務を明確にすること。なお、公立教育・保育施設については、子ども・子育て支援の専門機関および行政機関の一部であることから、市区町村と同様の責務等を担うことを明記すること。
（２）提供体制の確保等について
　　① 障害児や社会的養護を必要とする子どもやひとり親家庭等が排除されないための措置を講じること、また、受け入れに当たっては、その子どもや保護者が必要とする配慮や支援および体制の確保を明記すること。
　　②児童館など、多様な地域の社会資源を活用することを明記すること。
 ２．「幼保連携型認定こども認可基準条例」について（北海道・札幌市・旭川市・函館市のみ）
（１）「職員に関する基準」の設定にあたっては、以下の事項を反映すること
 　　園児の区分と員数について、０歳児から満３歳児未満は、特に個別にかかわりが重要な時期であり、運動機能の発達、自我の育ち、行動範囲の広がりなど成長発達が著しく、差が大きいため以下の通り基準を設定すること。
　　・満1歳児未満は、　　　　　　  2：1以上。　
　　・満1歳児以上満2歳児未満は、　4：1以上。　　
　　・満2歳以上満3歳児未満は、　　6：1以上。
　　・満3歳児以上満4歳児未満は、 15：1以上。　
　　・満4歳児以上満5歳児未満は、 25：1以上
（２）学級の編成について、１学級の園児数は30以下を原則とすること。
（３）学級担当の保育教諭等の配置は複数配置とし、クラス担当・担任は正職員が担うこと。
（４）保育教諭等の処遇改善と教育・保育の質の向上を図る観点から、最低基準として配置される保育教諭等は、正規職員を原則とすること。特に、教育保育免許更新、研修受講は業務として位置づけそれが保障される人員配置とすること。
（５）障害児の受け入れにあたっては、その子どもが必要とする支援等を確保できる人員、体制（看護師配置、医療機関等との連携）の整備を当該園に義務づけること。
（６）昨年度の北海道労働局の保育職場に対する是正勧告がされた経過からも、各事業者に対して、労働法令違反などがあった場合は、勧告や認可・確認の取り消しを行うこと。また、教育保育労働者の勤務・労働条件を整備することによって、安定的に質の高い教育・保育を確保するために、勤務環境改善支援を行う機関を設置すること。
（７）以下の項目について、認可施設に対し報告を義務付け、情報公開条例に基づき公開すること。
　　　①教育・保育の理念・内容・特徴　②施設運営指針
　　　③職員の担当する子ども数　　　　④免許・資格
　　　⑤正規・非正規数　　　　　　　　⑥非常勤職員の職務
　　　⑦勤続年数　　　　　　　　　　　⑧上乗せ徴収の有無・内容
　　　⑨事故時対応・過去の状況　　　　⑩収支予算・決算
　　　⑪自己・第三者評価　　　　　　　⑫監査結果
３．地域型保育事業認可基準条例について
  地域型保育事業者が、連携施設の確保が困難な場合は、公立教育・保育施設が担うなど、市区町村の責任において確保すること。
４．施設・地域型保育事業の運営基準条例（確認制度）について
（１）特定教育・保育施設等は、市区町村が行うあっせん、調整、要請および措置に対しては、正当な理由がない場合は、すべて応諾を義務とすること。また、市区町村が求める報告、質問および実施する指導、助言についても同様とすること。なお、法令違反や応諾義務の不履行等があった場合は、市区町村は、勧告や確認の取り消しができることを明記すること。
（２）「施設の目的及び運営の方針」等の重要事項に関する規定を定め、以下の事項について情報公開を義務化すること。
　　　①教育・保育の理念・内容・特徴　②施設運営指針
　　　③職員の担当する子ども数　　　　④免許・資格
　　　⑤正規・非正規数　　　　　　　　⑥非常勤職員の職務
　　　⑦勤続年数　　　　　　　　　　　⑧上乗せ徴収の有無・内容
　　　⑨事故時対応・過去の状況　　　　⑩収支予算・決算
　　　⑪自己・第三者評価　　　　　　　⑫監査結果
（３）子ども・子育て支援新制度における給付・事業会計は、その他の事業会計との区分を明確にすること。併せて、その他の事業会計への予算流用を禁止すること
（４）特定教育・保育施設等に職員の勤務体制を定めることと職員の資質向上のための研修の受講を義務化すること。
５．放課後児童健全育成事業（学童保育）基準条例について
（１）「職員関係」について
 　① 放課後児童クラブには、放課後児童支援員の配置を義務化すること。また、他の職員を含む職員の正規雇用と処遇改善及び研修の保障を義務化すること。
 　② １放課後児童クラブを構成する児童数（集団規模）は、概ね40人以下とすること。
 　③ 児童20人につき1人以上の放課後児童支援員を配置すること。ただし保育時間中は安全確保の観点から複数配置とし、1学童保育所につき2人を下回ることはできないこと。また、40人超えた場合は3人以上の配置を義務化すること。
（２）「設備関係」について
　　専用区画の面積は、児童1人につき概ね1.65㎡以上（ロッカーや玄関等は除く）とすること。専用区画は、明確な仕切りを設け、子どもの成長を考慮しつつ、改善努力を続けること。
（３）「情報公開」について
　　「施設の目的及び運営の方針」等の重要事項に関する規定を定め、以下の事項について情報公開を義務化すること。
　　　①教育・保育の理念・内容・特徴　②施設運営指針
　　　③職員の担当する子ども数　　　　④免許・資格
　　　⑤正規・非正規数　　　　　　　　⑥非常勤職員の職務
　　　⑦勤続年数　　　　　　　　　　　⑧上乗せ徴収の有
　　　⑨事故時対応・過去の状況　　　　⑩収支予算・決算無・内容
　　　⑪自己・第三者評価　　　　　　　⑫監査結果
（４）「市区町村の責務」について
  　市区町村は、保育の質の向上に努め、事業者が法令違反、応諾義務不履行などがあった場合は、勧告や認可・確認の取り消しができることを明記すること。
６．新制度の実施にあたっては公立施設を以下のとおり活用すること
（１）市区町村が「子ども・子育て支援事業計画」で定める圏域において基幹教育・保育施設としての役割を担うこと。また、基幹施設を、補助・補完するためのサポート施設としての役割を担うこと。
（２）小規模保育所等の連携施設としての役割を担い、地域型保育給付の質の向上に寄与すること。
（３）障害児や新制度において新たに導入された市区町村が措置する子どもの確実な受入れ施設としての役割や利用者支援を担うなど、子ども・子育てに関する地域（圏域）におけるセーフティーネットおよびワンストップサービスとしての役割を担うこと。
（４）既存施設に対する新制度への移行の意向確認結果を踏まえて、必要な役割を担うこと。
７．保育教諭・保育士・幼稚園教諭・放課後児童クラブ指導員等（以下　保育士等）の処遇改善を以下のとおり進めること
（１）保育士等の処遇改善と人材を確保するための措置を講じること。
（２）保育士数の常勤換算や臨時・非常勤雇用は、保育の連続性の確保等についての支障が生じ、保育の質の低下を招くことから見直し、正規職員の配置を進めること。
（３）公立保育所の臨時職員である保育士については、正職員化に向け職員募集時の経験者採用枠を設定すること。
（４）幼保連携型認定こども園の保育教諭に必要となる免許・資格の取得ついては、円滑に取得するために職務、財政上の措置を講ずること。また、民間施設においても、円滑な取得のための支援措置を講ずること。
８．子ども・子育て支援を推進するための体制の確立について
（１）教育・保育施設の担当部局の一本化および必要な人員、予算を確保し、円滑な事務の実施が可能な体制を整備すること。また、本庁の担当部局に現場事情に精通した保育士等を配置して、現場実態をより反映できる実施体制を確保すること。
（２）行政、保健所、児童相談所、民間教育・保育施設（認定こども園、保育所、幼稚園）、保育事業者、児童発達支援センター、発達障害者支援センター、医療機関、NPO、保護者等との連携を強化し、子育て支援ネットワークを構築し、中心的役割を担うこと。
（３）新制度（基本指針）では、妊娠期・出産時からの子育て支援の必要性が明記されていることから、保健師等と連携し、在宅児および保護者を定期的に訪問し、子育てに関する状況の確認・相談支援を実施すること。
（４）自治体職員としての立場と保育士としての専門性を活かし、関係機関と連携して、親子や民間教育・保育施設等の保育従事者等に対して講習・講座を開催し、地域全体の子育てに関する力量の向上に寄与すること。
９.公立教育・保育施設の改修について
　公立教育・保育施設の改修については、2014年度政府予算案で示されている緊急防災・減災事業費、公共施設等の総合的かつ計画的な管理による老朽化対策等の推進の特別交付税措置等を活用すること。
10．へき地保育所等への措置について
　小規模保育事業については、民間施設と同様に公立施設（へき地保育所等）も地域型保育給付の交付対象となることから、必要な措置を講じること。
11.幼稚園教諭と保育士の給与規定が異なる自治体（市区町村）の場合
　 幼保連携型認定こども園への移行に当たっては、幼稚園教諭と保育士給与が異なる場合は、双方の給与を比較して、高い基準の給与を適用すること。
12.「指定管理者制度」について
　本事業については、安定性、継続性、専門性の確保が必要なため、指定管理者制度を導入すべきではない。しかし、既に導入されている場合は、平成22年12月28日付け総行経第38号総務省自治行政局長通知に基づき、事業の趣旨と内容を踏まえ、以下の事項を厳守する。
　①人件費や必要な経費の削減による支援員の処遇と保育環境の低下とその結果生じる保育の質の低下を招かないこと。
　②「長期的・継続的な保育提供」、「専門性の確保」、「関係機関との連携確保・維持」、「利用者の安心感の確保」などが十分に保障できる指定期間とすること。
　③児童の安全と保護者の信頼の確保と危機管理ができる体制とすること。
13.公立施設の民間委託方針・計画がある場合
　公立教育・保育施設の民間委託の方針は、ニーズ調査結果を踏まえて教育・保育の確保が検討されることや新制度についてはPDCAサイクル手法の導入が求められていることから、一旦保留し、地方版子ども・子育て会議等において再検討すること。
14.公立施設が未設置の場合
　新制度におけるニーズ調査と既存施設の意向の確認結果からニーズに対応した基盤整備が困難である場合は、市区町村の直営施設である公立教育・保育施設を設置すること。
